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日本語の会話教育におけるコミュニケーション方略指導の研究

一韓国人日本語学習者を対象として一

李 賢珍※

1.研究の臣的と方法

本研究の目的は，韓国人の日本語学習におけるコミュニケーション方略

(communication strategies)指導の有効性を明らかにし，日本で学習する機会の

ない韓国入学習者が日本人と円滑にコミュニケーションできるようにする会話教

育の内容と方法のあり方を提示することである。

韓国における日本語の会話教育は，コミュニケーション活動を通じて，言語能

力だけではなく，コミュニケーションの場や状況に応じて適切に言語を使用する

能力を育成することを教育自標として行われている O このような韓患における日

本語教育の状況を踏まえ，本研究では 言語運用能力に役立つものとしてコミュ

ニケーション方略(第二言語で，限られた能力しか持たない学習者が意味を伝え

るために取り入れる方法)に注目する O このコミュニケーション方略研究は，第

一言語学習者のコミュニケーション上の問題を解決し コミュニケーション能力

を高めることを自的として行われているO しかしなカfら 従来のコミュニケーシ

ョン方略研究はコミュニケーション方略の定義や分類 第二言語学習者のコミュ

ニケーション方略使用の実態調査などに関する研究が中心で，必ずしも指導上の

示唆を十分に与えるものではなかった。そのため，日本語教育においてコミュニ

ケーション方略を指導するためのシラパスや教材は，今のところほとんどないの

が実状であるD コミュニケーション方略指導を日本語教育に取り入れるためには，

コミュニケーション方略指導が日本語習得にどのように貢献できるかを示す理論

的根拠及び実証的根拠が必要であるo そこで 本研究では，第二言語習得過程に

おけるコミュニケーション方略指導の理論を構築し その理論に基づくコミュニ

ケーション方略指導の有効性を例証する D

上述の目的を達成するために 本研究では次の四つの研究課題を設けるO
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(1)第二言語教育においてコミュニケーション方略に注目する理由は何か。

(2) コミュニケーション方l絡をどのようにとらえるか。

(3) コミュニケーション方!崎指導に当たって，何をどう教えればよいのか。

(4) コミュニケーション方略の意識化によって得られる学習効果は何か。

本研究は，これらの四つの研究課題の Fに4章構成でまとめられている。

2.各章の概要

笠よ呈「第二言語習得過程におけるコミュニケーション方略の役割」では，コ

ミュニケーション方略を学習し使用することが第二言語習得過程及び第二言語コ

ミュニケーションにどのように貢献できるかを検討したO

第一に，コミュニケーション方略の指導が第二言語習得過程にどのような貢献

ができるかを理論的に究明するために，第二言語習得理論を検討した。その結果，

第二言語教育では①質・量ともに適切なインプ y トを与えること，②インターア

クション及びアウトプットの機会を十分に与えることで、第二言語習得の認知フoロ

セス(気づき，理解，内在化，統合)を活性化させることが必要であることが明

雄になった。このような観点から，第二言語習得過程におけるコミュニケーショ

ン方Il!告の役割に関して以下のような示唆を得た。①(第二言語)コミュニケーシ

ヨン能力に限界のある学習者に，問題を処理しながらコミュニケーションに参加

するように奨励するのは，学習者が積極的にコミュニケーションに参加し，コミ

ュニケーションを維持，進展させることに役立つ。このことは第二言語習得に重

要な条件である理解可能なインプット及びアウトプットの産出につながる O ②コ

ミュニケーション方11洛は第二言語習得のための認知プロセスを促進する働きをす

る。コミュニケーション方略を使用しながらコミュニケーションを維持，進展さ

せるには，場や状況に合わせて自分のあらゆる知識を選択し，調整をするという

過程が必要である D すなわち，受けたインプットに注意を向け，自分の発話産出

過程(アウトプットの産出過程)を意識的に振り返るという認知プロセスを通じ

てコミュニケーション方略を用しEるようになるのである O このように，コミュニ

ケーション方11告の意識的な使用は，第二言語習得に必要な認知プロセスの活性化

に貢献できる O

第二に，第二言語コミュニケーションにおけるコミュニケーション方略の役割

に関しては，コミュニケーション方略研究の背景にある， Canale & Swain (980) 
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のコミュニケーション能力(communicativecompetence)の和証念に焦点を当て

考察を行ったo Canale & Swainは第二言語教育の観点から，コミュニケーショ

ン能力は文法的能力，社会言語学的能力，方略的能力からなる総合的な能力であ

り，第二言語使用に不可欠であると主張している O そのうち，方略的能力を「運

用の変異や不十分な能力のために起こるコミュニケーションの断絶を補う働きを

するものjと定義した。コミュニケーション能力の必須要繁の中にコミュニケー

ション方略の概念を叡り入れ， r方略的能力jを提案したのである O しかし，
Canale & Swainの方略的能力は，①当時のコミュニケーション方略の概念をそ

のまま方略的能力と名付けており，それゆえ，コミュニケーション方略と方略的

能力という用語を取り巻く混乱が生じたこと，②方略的能力と他の能力との関係

については説明されていないことが問題点として指摘された。そこで，方略的能

力がコミュニケーション上果たすメカニズムに関する詳細なモデルを提示したパ

ックマン(1997)の communicativelanguage abilityの概念を検討し，本研究に

おける方略的能力の概念，そして方略的能力とコミュニケーション方略との関係

について考察を行った。そして，方略的能力は単なるコミュニケーション方略の

別称、でもなく，コミュニケーション方略の知識を含め，言語知識と知的構造を統

合し，実際のコミュニケーションの場で適切に使用できる能力であることを示し

た。コミュニケーション方略は，方略的能力が心理生理的機能を通じて実際の状

況と統合し具体化されたものとして位置づけた。以上の理論的考察を踏まえ，学

習者が自分の言語能力の範囲内でコミュニケーション方略を用いながらコミュニ

ケーション上の問題を克服し，コミュニケーションを成立させ維持することは，

コミュニケーションそのものだけでなく，言語能力を駆使する能力である方略的

能力の向上に役立つことを示した。

第2章「韓昌人日本語学習者におけるコミュニケーション方11唱の概念規定と分

類jでは，コミュニケーション方略指導を具体化するため，その定義と分類につ

いて考察を行った。第一に，コミュニケーション方略の理論的研究を，その考え

方から大きく二つに分けて考察を行った。一つは，学習者が産出した言語及び非

言語を観察し，その分類を提示するプロダクト志向の研究であり，もう一つは，

学習者の産出した言語ではなく産出に至るまでの過程に注目するプロセス志向の

研究である O プロダクト志向の研究については，さらに，他人との関係認識に焦

点を当てた Tarone(1981)の研究と他人との関係認識は考慮せず内省的視点に
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立った F詑rch& Kasper (1983)の1iJf究に分けて考察を行った。以上のコミュニ

ケーション方略研究を第二言語習得理論及びコミュニケーション能力論の観点か

ら考察し，本研究における立場を明確にした。本研究の立場は，プロダクト志向

の立場をとり，コミュニケーション方111告を表面に表われた言語形態(具体的行動)

として見なした。②本研究で、は社会的相互作用としてのコミュニケーション方III告

に焦点を当てた。⑦従来のコミュニケーション方l格に対してその概念の拡大を試

みた。まず， Tarone (1980)， Farch & Kasper (1983) におけるコミュニケーシ

ョン方略を「問題処理方111各jとし，コミュニケーション方略の一部として位置づ

けた。そして，会話を維持し進展させるという働きをする「会話進行方III各」とい

う概念を新たに設定した。

第二に，以上の理論的考察を踏まえ，韓国入学習者のコミュニケーション方11陪

を分析するための枠組みを措定し，韓国人学習者が日本人との相互作用において

用し、るコミュニケーション方111告の実態について分析を行った。その結果，問題処

理方11栴としては11項目，会話進行方IU告として 4項目に下位分類ができ，それらの

形態と機能との関係を明らかにすることができた。

第3]主「第二言語教育におけるコミュニケーション方|略指導」では，これまで

論じてきた理論的な観点及び実態調査の結果を踏まえ，コミュニケーション方|略

指導の具体化を試みた。

第一に，コミュニケーション方111告指導の是非に関する先行研究を考察した。そ

の結果，コミュニケーション方略指導の是非に関する議論は，①指導を想定して

いるコミュニケーション方111告の分類やコミュニケーション方略惜導の目的に関す

る議論が十分に行われていないため，②指導効果を具体的に示す調査研究があま

りにも少ないため，解決できないまま現在に至っていることを指摘した。また，

コミュニケーション方11陪指導に関する先行研究に関しては，コミュニケーション

方略使用が実際のコミュニケーションに与える影響については言及されていない

ことを課題として指摘した。このような先行研究における謀題を踏まえ，コミュ

ニケーション方111各指導の調査研究のあり方を以下のように提示した。まず，本研

究では，コミュニケーション方11府指導の効果を， Iコミュニケーション方略使用頻

度の増減」だけでなく， Iそのコミュニケーション方III告が第二言語習得にどのよう

に寄与するのかJという観点からも実証し分析する O 次に，聞き手のコミュニケ

ーション方11惜を取り入れたコミュニケーション方略指導を行い，学習者同士のコ
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ミュニケーションの変化という観点からコミュニケーション方略指導の効果を分

析する D

第二に，以上の考察を踏まえ，コミュニケーション方略の指導案を作成した。

まず，第2章で提示したコミュニケーション方略の分類の中で，学習者の第二言

語コミュニケーション及び第二言語習得過程に役立つと考えられるコミュニケー

ション方略を，問題処理方略から二つ(言い換え，明確化要求)，会話進行方略か

らこつ(フィラー，あいづち)，計四つを採用した。そして， DornyeI (1995)の

コミュニケーション方略指導の手順， DornyeI & Thurrell (1992)の指導案に基

づき，コミュニケーション方略の指導案を作成した。

第4章「コミュニケーション方略指導の調査研究jでは，実際にコミュニケー

ション方略を指導する試みを通じ，コミュニケーション方略の学習は可能である

か，コミュニケーション方略指導が学習者の第二言語コミュニケーション及び第

二言語習得にいかなる影響を及ぼすかを検証した。調査に当たっては，コミュニ

ケーション方略の指導効果を明確にし，日本語の会話教育にコミュニケーション

方略を取り入れるための多様な示唆を得るため，調査 1，調査2の21QJの実証的

調査を行った。その結果，次のような事柄が確認できた。

第一に，調査 lと調査2ともに，コミュニケーション方略の授業後，明確化要

求，フィラー，あいづちの使用には質量ともに伸びが見られた。言い換えの場合

は，調査 1では使用頻度の伸びが見られなかったが，調査2では使用頻度のイ113ぴ

が見られた。

第二に，調査 iと調査2とともに，コミュニケーション方111各の授業後，学習者

はより積極的にコミュニケーションに参加するようになったことが確認された。

言い換えると，調査協力者の発話量は増加し沈黙のl時間は短くなった。

第三に，学習者はコミュニケーション方略の重要性を認識しており，コミュニ

ケーション方略の授業を好意的に受け止めた。特に，調査2における質問紙調査

(自由記述)の結果，①コミュニケーション方略が実際のコミュニケーションにお

いて果たす役割を理解するようになったこと，②既有の言語知識を有効に活かし

てコミュニケーションを維持・進展させる方法(コミュニケーション方略)を使

うようになったこと，③自本語のコミュニケーションに自信がついたこと，この

三点が確認された。

第四に，事例分析の結果から，コミュニケーション方略の学習によって学習者
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同士のタスク学習には①発話量(アウトプット)の増加，②意味交渉の増加，①

①と②による日本語学習の可能性の増加，という変化が生じたことが確認された。

以上の調査結果から，コミュニケ}ション方略指導はコミュニケーション方略

使用数を増やすだけではなく，接触場面の少ない韓国人日本語学習者の日本語コ

ミュニケーション・日本語学習を促進する効果をも持っていることが示唆された。

3.今後の課題

第一に，調査協力者の数に関する問題である。本研究では，調査協力者が調査

1は12名，調査2は6名で，その被験者としての数が十分ではなかった。コミュ

ニケーション方略指導の可能性(有効性)をより明確にするためには，より多く

の調査協力者を対象とした継続的な研究が必要であろう O 第二に，実験授業だけ

でなく，実際の教育場面(カリキュラム)を反映したコミュニケーション方略指

導の調査研究が必要である。第三に，学習者レベルによるコミュニケーション方

略指導の効果を詳細に調べ，学習者レベルに適したコミュニケーション方略指導

のあり方を検討する必要がある。
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